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▶第４期の研究の柱
次期中長期計画における研究の概要（別添１）、目的基礎研究（第１－９）

▶統合効果と新法人の社会に果たす役割
統合により期待される効果（第２－２）

▶地域のハブ機能と産学官連携の推進
地域農研のハブ機能（第１－３）、食農ビジネス推進センター（第１－１）

▶農業研究業務の推進を支えるしくみ
知財マネジメント（第１－５）、国際対応（第１－４）

▶ガバナンス強化
経営戦略室、情報セキュリティ対策（第８－１）

▶統合後の組織構成
新組織の概要（第２－２）

▶組織管理
セグメント、担当理事（第８－１）

（青カッコ）は次期中長期計画の項目

新法人の第４期中長期計画のポイント
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第４期の研究の柱 （別添１）

②強い農業の実現と新産業の創出①生産現場の強化・経営力の強化

ゲノム編集技術の高度化

イネの多収性の遺伝的要因の解明、
極多収を実現するイネ育種素材の開発
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基礎から応用・実用化まで一貫した研究を実施

実需者等のニーズに応じた
品種育成

新特性シルク素材や生体物質由来
の新機能性素材の作出

クモ糸シルクで製作したベスト

コラーゲンビトリゲルの絆創膏型人工皮膚

以下の４つ「①生産現場の強化・経営力の強化」、「②強い農業の実現と新産業の創出」、
「③農産物・食品の高付加価値化と安全・信頼の確保」、「④環境問題の解決・地域資源の
活用」の研究を重点的に推進する。

2



第４期の研究の柱 （別添１）

④環境問題の解決・地域資源の活用③農産物・食品の高付加価値化と安全・信頼の確保

鳥獣の行動特性に応じた効率的・効
果的な被害防止技術及び捕獲・駆除
技術の開発

原発事故後の営農再開に向けた
除染後農地の省力的維持管理・利
用技術の開発

農業者による適切な土壌管理を可能と
する簡易な土壌診断法の開発

将来の気候変動による食料生産
変動評価

気候変動リスク評価や将来影響予測等を
考慮した栽培管理支援技術の開発

光、音波、匂いを利用した病害虫の発生
予察技術や物理的防除技術の開発

国産農産物・食品の輸出促進につな
がる技術開発

Lower
risk !
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血清 β-cryptoxanthin濃度

糖尿病リスク軽減

マーケットイン型の園芸作物・食品の生産技術開発、機能性
研究による高付加価値化

食品の安全性・信頼性向上、リスク
低減につながるレギュラトリーサイ
エンス

・輸出型防除技術の開発
・植物検疫に利用可能な技
術の開発

風と水による物理的防除により農薬を使
わない輸出向け茶生産技術の開発

 ただちに成果を得ることは求めず、出口を見据えた長期的なテーマについても研究費を配分（従来の先行的・試
行的研究課題、所研究活動強化費による各内部研究所での特別研究などをイメージ）。

 農研機構で実施することの有効性を見極めた上で､将来のイノベーションにつながる技術シーズの創出を目指す｡
 研究方法の修正や研究課題の中止を適宜行う仕組みを構築し、着実に推進。

目的基礎研究 （第１－９）
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産学連携機能の大幅な強化

統合効果と新法人の社会に果たす役割
（第２－２）

農業者ニーズ、地域営農モデルの実証試験
新品種の原原種の生産・配布

農業・食品産業の幅広い分野における基礎から応用・実用化までの一体的な研究推進
（統合効果の発揮）

安全な食料の安定供給、産業競争力の強化、環境保全及び新たな価値の創造
我が国の地域と社会の持続的発展への貢献

強い農業の
実現

地域の
生産現場の
課題解決

需要喚起・
バリューチェ
ーンの構築

社会に
果たす
役割

持続的な農業の
構築

地球温暖化対応研究
（温室効果ガス排出抑制技術）

研究開発成果の最大化に向けた取組

重点化研究センター
次世代作物開発研究センター
農業技術革新工学研究センター
農業環境変動研究センター

ゲノム情報を活用した画期的な
農作物の効率的創出

ゲノム育種の加速
（多収品種等先導的品種の育成）

基礎知見に基づく
生産性の維持・向上

ICTやロボット技術
の応用研究

地域農業研究センター
種苗管理センター

食農ビジネス推進センター

水稲の乾田直播

イアコーンの収穫

純潔種子の検査
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地域のハブ機能と産学官連携の推進
（第１－３、第１－１）

PASCOから市販されている数々の商品

■産学官連携先行事例
国内産小麦を使っておいしいパンを！ 大手パンメーカーとのコラ
ボレーション

○栽培特性に優れ製パン性の高い秋播小麦品種「ゆめちから」
を育成。うどん用の小麦粉とのブレンドで、外国産小麦に匹敵する
製パン品質を発揮。 5

農業者 企業
農業革新支
援専門員

大学

＊研究課題

企業

＊研究課題

公設試

＊研究課題

◎地域農研のハブ機能強化

◎食農ビジネス推進センター
国内外の食農ビジネス創出に向けた先端的な手法開発と、内部研究組織の成果移転活動を支援

するための実践的な取組を一体的に行う

農業技術コミュ
ニケーター

地域農業研究センター

産学連携コー
ディネーター

業務運営への
助言・提言など

ニーズの把握
と成果の普及

アドバイザリーボード

産学連携室



 研究開発成果の迅速な社会実装を促進するため、研究開発の企画・立案段階から知
的財産マネジメントを考え、権利化や実施許諾方法等を弾力的に選択する。

 このため、知的財産マネージャーを複数設置し、研究の企画立案段階から研究者と
意思疎通し、成果を幅広で強力な知財へと発展させる取り組みを進める等、知的財
産部門の体制の充実を図る。

知的財産マネジメントシステム

 国際連携等を担当する新たな部署（国際室）を設置し、国際機関等との共同研究等を
推進する。

 気候変動問題、越境性感染症対策等に関する国際的な研究ネットワーク等に積極的
に参画し、国際的プレゼンスの向上を図る。

世界を視野に入れた研究推進の強化

 農産物の輸出など、我が国の農業・食品産業の海外
展開に必要な課題を抽出し、 技術開発に取り組む。

 農業機械の安全性や作業機の通信規格などの国際
標準化の動きに適切に対応し、我が国の農業・食品産
業の国際競争力の強化に貢献する。

農業研究業務の推進を支えるしくみ
（第１－５、第１－４）
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ガバナンスの強化 （第８－１）

ガバナンス強化の取り組み

○本部に経営戦略室を新設。
理事長の特命により、組織運営の基本方針案などを策定。

○本部に情報統括監、情報セキュリティ管理課を新設。
情報セキュリティ関係部署を強化。
各研究センター・部門の情報専門役と連携。

○本部にリスク管理部を新設。
職場の環境対策・安全管理の全般や法務を強化。
各研究センター・部門にはミラー組織としてのリスク管理室を設置。

○各研究センター・部門内の研究領域の下にグループ・ユニットを設置。

研究成果の最大化と内部統制のために、指示命令系統を末端まで明確化し、組織内
コミュニケーションの円滑化を図る。

○内部統制や法令遵守に係る各種委員会を設置。
○関係規程等の整備

など
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名称は仮称

本 部
理事⻑・副理事⻑・理事 監事

野菜花き研究部⾨
果樹茶業研究部⾨
畜産研究部⾨
動物衛⽣研究部⾨
農村⼯学研究部⾨
⾷品研究部⾨
⽣物機能利⽤研究部⾨
次世代作物開発研究センター

農業環境変動研究センター
農業技術⾰新⼯学研究センター

北海道農業研究センター
東北農業研究センター
中央農業研究センター
⻄⽇本農業研究センター
九州沖縄農業研究センター

種苗管理センター
⽣物系特定産業技術研究⽀援センター

⾷農ビジネス推進センター

⾼度解析センター
遺伝資源センター

本 部
理事⻑・副理事⻑・理事 監事

野菜茶業研究所

畜産草地研究所
動物衛⽣研究所
農村⼯学研究所
⾷品総合研究所

⽣物系特定産業技術研究⽀援センター

北海道農業研究センター

中央農業総合研究センター
東北農業研究センター

近畿中国四国農業研究センター
九州沖縄農業研究センター

作物研究所

果樹研究所

花き研究所

種苗管理センタ種苗管理センター

農業⽣物資源研究所農業⽣物資源研究所

農業環境技術研究所農業環境技術研究所

農業 ⾷品産業技術総合研究機構農業・⾷品産業技術総合研究機構

農業 ⾷品産業技術総合研究機構農業・⾷品産業技術総合研究機構

つくば管理センター
つくば技術⽀援センター

統合後の組織構成 （第２－２）

地域農業
研究セン
ター

重点化
研究セ
ンター

研究部門

統合効果を強く意識した組織へと再構成
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研究業務 IV セグメント
（環境問題の解決・地域資源の活用）

究業務 グ研究業務 III セグメント
（農産物・食品の高付加価値化と

安全・信頼の確保）

研究業務 II セグメント
（強い農業の実現と新産業の創出）

研究業務 I セグメント
（生産現場の強化・経営力の強化）

副理事長 監事

種
苗
管
理
セ
ン
タ
ー

理事長

地
域
農
研
セ
ン
タ
ー

次
世
代
作
物
開
発
研
究
セ
ン
タ
ー

研
究
部
門

所長・部門長

理事

担当
理事Ｐ

♦リスク管理（リスク管理・安全管理）

♦戦略・評価（経営戦略・機関評価）

生
研
セ
ン
タ
ー
（
研
究
資
金
部
門
）

♦総務（情報システム ・人事 ・総務）

♦研究管理（研究戦略・研究予算・国際連携）

♦連携広報（産学連携・広報・知的財産）

本部

経営戦略室、評価室、情報統括監
、人事部、総務部、企画調整部、連
携広報部、リスク管理部、監査室

本部

経営戦略室、評価室、情報統括監
、人事部、総務部、企画調整部、連
携広報部、リスク管理部、監査室

農研共通業務セグメント

種苗業務 セグメント

農
業
技
術
革
新
工
学
研
究
セ
ン
タ
ー

農
業
環
境
変
動
研
究
セ
ン
タ
ー

組織管理 （第８－１）
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セグメントによる横断的管理と研究センター・部門による縦断的管理



農業生物資源研究所とのシナジーの例

作物開発の現場

地域農業研究センター

都道府県の農業試験場

民間の育種研究機関

農研機構（作物研）

育種に直接関わる研究者

農業生物資源研究所

ゲノム育種基盤整備に
関わる研究者

作物ゲノム育種研究センター
（平成26年7月バーチャル組織として設立）

基盤整備、新たな育種技術の開発、育種素材の開発、
マーカー育種の実施、実用品種の開発

＋
解析支援体制の整備、技術相談・技術研修の実施、

DNAマーカーデータベースの開発、ゲノム育種に関する情報提供

平成28年4月

新農研機構の次世代作物開発研究
センターとして実組織化してさらに強
化

マーカー解析支援に基づく実用品種開発の推進
育種現場のニーズ提示

問題解決に向けた共同研究

ジェノタイピング装置
有用遺伝子

マーカー育種
（イメージ）

育種支援
システム 10



農業環境技術研究所とのシナジーの例

温暖化影響の
評価・予測

環境応答の解明

温暖化対応技術の
開発

現在は、主に農業環境技術
研究所が担当

現在は、主に農研機構が担当

高温による品質低下が
起きにくい品種の開発

高温・高CO2条件でのイネの
応答メカニズムの解明

早期
警戒

・栽培
支援

食料生産への影響予測

高温耐性品種の開発

気候変動対応
生産技術の開発

将来の環境に適合
する新品種の開発

気候変動に
適応した農業
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種苗管理センターとのシナジーの例

●研究開発部門が育成した新品種の原原種等の増殖や配布の迅速化など、研究成果の橋渡し機能を強化

●研究開発部門との連携を強化しつつ、その成果の迅速な導入により、種苗検査の対象病害の拡大、種苗

生産技術の効率化や、ＤＮＡ分析等による新品種保護対策の高度化の促進

●種苗管理業務で得られた情報の研究開発業務へのフィードバックや、種苗生産業務で使用する隔離ほ場

を研究開発ほ場施設として活用

研究開発部門 種苗管理センター

新法人

種苗管理業務での活用

新品種の普及など
研究開発成果の橋渡し

新品種等の
研究開発成果

業務で得られた情報
のフィードバック

研究開発成果の導入

生産者・実需者等

現場からの情報
のフィードバック

業務で得られた情報
のフィードバック

現場からの情報
のフィードバック
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